
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 3年度  事 業 報 告

令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 EAPメ ンタルヘルスカウンセ リング協会

1 事業の成果
創設9年 目を迎え、 eMC資 格認定試験を東京、愛知 (名 古屋 )、 宮城 (仙 台)、 大阪で実施。 2次試験
は実技の総合力を図るため論述試験を引き続き実施 した。教育事業についてはEMCAア カデミーと
して各種研修やカウンセ リングの実践機会など継続的な学習機会を設け、会員のスキルアップに向け
た施策を実施 した。EAP従業員支援プログラムの普及及び支援事業については、会員の日頃の活動
の成果を発表する機会や企業内メンタルヘルス研修の実施、キャリアとメンタルの融合を目指すキャ
リア部会の展開などを実施 した。情報提供事業については協会機関誌の発行の他、引き続き協会ホー

ムページを活用 した情報発信を進めた。

2 事業の実施に関する事項

(2)その他の事業

実施 しなかった。

事業名 事 業 内 容 施

時

実

日

施

所

実

場
従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の金額 (千

円)

<第 17回試験 >
7月 25日 、

8月 21、 22、 2

5、

8月 28、 29日

9月 5日

く第 18回試験 >
1月 23日 、

2月 19、 20、 2

3、

中央区、
渋谷区、
名古屋市、
仙台市
内貸会場

10名

首都圏及び主要都

市圏内企業・事業

所に所属す る経営

者・従業員一般

(不特定多数)

7, 053
資格認定試験
事業

EAPメ ンタルヘルス

カウンセラーの技術 レ
ベルを認定する資格試

験の実施。

通年 法人

事務所

10名

首都圏及び主要都

市圏内企業・事業

所に所属す る経営
者・従業員一般

(不特定多数)

13,484EAPメ ンタル
ヘルス教育事業

EAPメ ンタルヘルス

カ ウンセ ラー養成のた

めのカ リキュラム開発

及びその教育事業

3名

首都圏及び主要都

市圏内企業・ 事業

所に所属す る経営

者・従業員一般

(不特定多数)

ｎ
〉

従業員支援プロ
ラ

並
日
昔
一

グ

の
援

ム (EAP)
及 。導入支
業

企業、 自治体等への従

業 員 支援 プ ログ ラム

(EAP)の 普及・ 導

入 支援事業。

通 年 法人

事務所

法人
事務所

3名

首都圏及び主要都

市圏内企業・事業

所 に所属す る経営

者・従業員一般

(不特定多数)

ｎ

〉情報提供事業

協会ホームページの制

作を通 して、法人の活

動状況や EAPに 関す

る情報発信を実施。

通年



書式第 13号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

令和3年度 活動計算書

令和3年 4月 1日 から 令和4年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 EAPメンタルヘルスカウンセリング協会
(単位 :円 )

科 目 金 額

-1正瞳
言:量Ilil套窯

2受取寄付金等
受取寄付金振替額 (指定正味財産からの振替 )

支部設立金・支部運営金 ネ

3尾
曇以『1‐灸グ収入秀ランセノ́

4その他収益
雑収入 (名 刺作成サービス代等 )

受取利息 (普通預金利息)

経常収益計

Ⅱ 経常費用
1事業費

資格認定試験費 (会場費用、運営スタッフ費用等)

講師料 (セミナー講師料、カウンセラー費用 )

会員管理業務費 (総会費用等 )

研修事業費 (会 場費用等 )

会報誌費用 (原稿制作費用、印刷代 )

受講料充当額 (受取寄付金取り崩し)

支部設立基金 *

支部運営費 (747名 ×500円 )*

2管理費
①

^件

■

。』l温
(ズ,ッフ綸与)

必i量琲
経常費用f健

饉
・

計
利思に対する所得機0)

当期一般正味財産増減額
前期繰越一般正味財産増減額
次期繰越一般正味財産増減額

指定正味財産増減の部
I受取寄付金

Ⅱ 一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額
前期繰越指定正味財産増減額
次期繰越指定正味財産増減額

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

870,000
5,449.000 6.319,000

3.513.560

20,539.365

90.512

30 462 437

21 755 828

8,706.609
15,262,138
23,968,747

2.872,560
641.000

7.053,750
12.673.815

811.800

90.200
312

6.110,304
3,087.506
791,752

1,639,283
866.689

2,872.560
300,000
341,000

0
4 960 004

19,302
165,584
171,100
38.048
70,000

294,230
16.418
12.000

16.009,094

4.960.004

7 7

2.872.560

-2.872.560

10,000,000
7.127.440

5.834.049
25.262,138
31.096.187



書式第 15号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

令和3年度 貸借対照表

令和4年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人
EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

資産の部

1流動資産

現金預金

現金

普通預金

流 動 資 産 合 計

2固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無 形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1流動負債

未払金

預り金

流 動 負 債 合 計

2固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

2,019

31,889,878

ｎ

）

ｎ

）

ｎ

）

725,743

69,967

31,891,897

31,891,897

ｎ

）

795,710

795,710

ｎ

）

31,096,187



書 式 16号 (法第 28条 事 業 報 告 用

令和 3年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人
EAPメ ンタルヘルスカウンセリング協会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会

計基準協議会)に よっています。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固 定資産の減価償却の方法

該当なし

(3)引 当金の計上基準
該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(6)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
円 )

事業部門計 管理部門 合 計科 目
資格認定
試験事業

6,319,000
3,513,560
20,539,365

90,512

6,319,000
3,513,560
20,539,365

90,512

6,319,000
3,513,560
20,539,365

90,200
30,462,125 312 30,462,43730,462,437

4,960,004 4,960,0044,960,004
4,960,004 4,960,0044,960,004

0

0

0

0

0

0

0

19,302

165,584
171,100
38,048
70,000

294,230
16,418
12,000

48
786,730

6,110,304
3,087,506

791,752
1,639,283
866,689

2,872,560
641,000
19,302

165,584
171,100

38,048
70,000

294,230
16,418
12,000

48

16,795,824

6,110,304
3,087,506

791,752

1,639,283

866,689
2,872,560

641,000
19,302

165,584
171,100
38,048
70,000

294,230
16,418

12,000
48

16,795,824

6,110,304
3,087,506

791,752

1,639,283
866,689

2,872,560
641,000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

16,009,094
16,009,094 5,746,734 21,755,82821,755,828

8,706,609 -5 746 422 B 質 Б 匝□14 453 031

I 経常収益
1.受 取会費
2.受取寄附金等
3 事業収益
4 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
人件費計

(2)そ の他経費
資格認定試験事業

講師料
会員管理業務費
研修事業費
会報誌費用

受講料充当額
支部設立費・運営費

印刷製本費
旅費交通費
広告宣伝費
消耗品費
諸会費
支払手数料
通信費
雑費
租税公課
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 田國□国四



内容 金額 算定方法
該当なし

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費は従事割合に基づき按分 しています。

その他の事業に係る資産の状況

特になし

円

７
，

０
●

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

10,000,000 2,872,560 7,127,440日本ライセンス′ヾンク寄附金

合 計 10,000,000 2,872,560 7,127,440

EMCAア カデ ミー受講料補助に限定

科 日 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

合計

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類に

計上された

金額

内役員及び

近親者 との

取引
(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

令和3年度  財産目録

令和 4年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人
EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

資産の部

1流動資産

現金預金

現金

普通預金

流 動 資 産 合 計

2固定資産

(1)有 形固定資産

有形固定資産計

(2)無 形固定資産

無形固定資産計

(3)投 資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1流動負債

未払金

預り金

流 動 負 債 合 計

2固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

2,019

31,889,878

ｎ

〉

ｎ
）

ｎ

）

725,743

69,967

31,891,897

31,891,897

ｎ

）

795,710

795,710

ｎ
υ

31,096,187



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 3年度年間役員名簿 〈前事業年度において復員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事案年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人EAPル

"い

ルスカウカリンク
・
協会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ビ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

ビ各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

1 監 事

マツタ
゛

松田

ナオユキ

直之

令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

今=   月   日

年  月  日

2
/´ヽ
r理事 l・ 監事V/

ンマタ
｀
  シケ

゛
ヒサ

嶋田 茂久

令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

3 監 事

アキヤ  ユウン
゛

秋谷 裕

令和3年4月 1日

令和4年3月 31日

年

年

月

月

日

日

4
⌒
t理事′・監事

―`́ノ

ナカ
｀
イ ユリ

永井 裕理

令和3年 4月 1日

令和4年3月 31日

年   月 日

日年 月

5 理 事

スキ
゛
オ  テツヤ

杉尾 哲也

令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

曰

6 理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月   日

月   日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月   日

月 日

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

曰

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 ) 設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人 以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 EAPメ ンタルヘルスカウンセ リング協会

氏    名

1 松田 直之

2 嶋田 茂久

3 秋谷 裕

4
水井 裕理

(石川 裕理)

5 杉尾 哲也

6 河江 イ言嗣

7 吉田 智美

8 中川 知世

9 小西 崇介

10

株式会社
リカレン トキャリア

代表取締役 松田満江

11

12


